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■主要イベントの予定 
●6月 12日（月） ： 

・4月の機械受注 

・5月の工作機械受注 

・米 5月の財政収支 

・中国 5月の経済全体のファイナンス規模、新規融資、マネーサプライ 

●13日（火） ： 

・4-6月期の法人企業景気予測調査 

・FOMC（6/14 まで） 

・米ゲーム見本市「E3」（ロサンゼルス、6/15 まで） 

・OPEC 月報 

・ZEW景況感指数 

●14日（水） ： 

・FOMC声明発表、経済予測公表とイエレン FRB議長会見 

・米 5月の小売売上高 

・米 4月の企業在庫 

・ユーロ圏 4月の鉱工業生産 

●15日（木） ： 

・5月の首都圏マンション発売 

・米 6月の NY連銀製造業景況指数 

・新規失業保険申請件数（6/10終了週） 

・米 5月の鉱工業生産 

・米 6月の NAHB住宅市場指数 

・米 6月のフィラデルフィア連銀製造業景況指数 

●16日（金） ： 

・日銀、金融政策決定会合 2日目、結果発表。黒田総裁の定例会見 

・米 5月の住宅着工・建設許可件数 

・米 6月のミシガン大学消費者マインド指数（速報値） 

・EU財務相理事会 

・アジアインフラ投資銀行（AIIB）年次総会（済州、6/18 まで） 

（Bloomberg をもとにフィリップ証券作成） 

 

■“イベント通過、海外投資家マネー更なる流入も！” 

  海外のビッグイベントを経て、様子見姿勢を決め込んでい

た投資家が再び市場に戻る展開が見込まれそうだ。コミー

前 FBI 長官は上院情報特別委員会での証言で「捜査妨

害」については明言を避け、波乱なく公聴会は終わった。 

英国総選挙では、メイ首相率いる与党・保守党の議席が

過半数を割り込み政権安定化への懸念が広がったが、市

場への影響は限定的である。むしろ EU 離脱交渉がソフト

化し、市場が好感する可能性もあろう。ECB 理事会では今

後の追加利下げを排除したが、抑制的なインフレ率を背景

に大規模緩和継続を決定。ただ、将来のテーパリングの議

論はなされなかった模様である。欧州では、フランスの国民

議会選挙（6/11、6/18）でマクロン大統領率いる新党「共和

国前進」が単独過半数の議席を獲得できるか注目される。 
 

  国内では、法人企業統計で2017/1-3月期の全産業の経

常利益が前年同期比26.6％増と3四半期連続増加となり、

2016/7-9月期以降伸びが加速。世界経済回復を背景に製

造業の輸出回復が原動力となっている。設備投資は1-3月

が同4.5％増と10-12月期の同3.8％増から伸びが高まり2四

半期連続プラスと回復が鮮明となっている。 

また、4月の景気動向指数は景気の現状を示す一致指

数が117.7と2ヵ月ぶりに改善し、9年2ヵ月ぶりの高水準とな

った。国内向け自動車や自動車部品の生産の伸び、中国

向けスマホ用部品の生産増加などが寄与した。6/13-14の

FOMC では米国の金融政策の先行きがある程度読み取れ

ることになると思われる。想定通り利上げが実施され、従来

の利上げペース維持と FRB のバランスシート縮小の可能性

が示されれば、ドル買いとなる可能性もある。米国ではフィ

ラデルフィア半導体指数（SOX 指数）の上昇が続いている。

相対的な割安感が指摘される日本株に、海外投資家の資

金が一段と流入する可能性もあると見ている。（庵原） 
 

  6/12号では、大和ハウス（1925）、日本駐車場開発

（2353）、太陽誘電(6976)、パナソニック（6752）、TDK

（6762）、アセアンは TMB 銀行 (TMB TB)を取り上げた。 
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■フラッシュメモリーは需給逼迫！ 

WSTS による世界の半導体市場の

見通しは、2017 年が前年比 11.5％

増の 3,778 億 USD と昨秋の前回予

測同 3.3％増から上方修正され 2016

年実績の同 1.1％増から伸びが加

速。メモリーが同 30.4％増、米州、中

国は共に同 12％強の増加見通し。

2018 年も全地域で拡大し同 2.7％増

の 3,880億 USDが見込まれている。 

IoT の普及、自動車電装化などが

需要を押し上げ昨夏以降、半導体市

況は急回復。任天堂（7974）の販売

好調なゲーム機「ニンテンドースイッ

チ」やアップル（AAPL）の iPhone 向

け需要の拡大で NAND 型フラッシュ

メモリーの需給が逼迫の模様。半導

体関連株の一段高もあろう。（庵原） 
 

■ﾘｽｸ後退と利上げ観測でﾄﾞﾙ高へ 

重要なイベントを通過し、足元のド

ル安・円高の勢いが一服した模様。

コミー前 FBI 長官の議会証言を控え

た不透明感や日銀の出口戦略に対

する思惑などから 6/8 はドル安・円

高の方向に推移。ただ、コミー前 FBI

長官の議会証言が事前の原稿の範

囲内となり、ECB の金融政策据え置

きなどもあってドルが買い戻された。 

6/8 時点の利上げ確率は 97.8％と

ほぼ確定しそうだ。6/14 の FOMC で

利上されれば、米長期金利が上昇

し、日米金利差の拡大でドルの買い

戻しが続きそうだ。一方、ロシアゲー

ト疑惑を巡る捜査継続、英選挙で保

守党の議席が過半数割れとなったこ

となどリスク要因に留意したい。（袁） 
 

 ■企業が増収増益で設備投資も増 

2017/1-3 期の法人企業統計は全

産業（金融、保険を除く）売上高が前

年同期比 5.6％増、経常利益は同

26.6％増の 10.9 兆円と過去最高を

更新した。設備投資は同 4.5％増と 2

四半期ぶりにプラス。財務省は「企業

活動が緩やかな回復基調という経済

全体の動きを反映」と判断した。 

業種別では製造業が同 4.3％増

収。円安、輸出や生産持ち直しが大

幅な経常増益に寄与。世界経済の

回復、米利上げ観測によるドル高・

円安を想定し、製造業の更なる業績

改善を予想する。また、非製造業で

は、あらゆる業界に広がる人手不足

に対応するため、合理化・省人化投

資が期待できよう。（袁） 

【2017 年の世界半導体市場は前年比 11.5％増へ～市況も堅調な推移！】 

 
 

【ドル安・円高が一服、ドル買戻しが日経平均をけん引する見通し】 

 
 

【全産業は増収増益、設備投資増も景気改善を支えそう】 
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（億円） 世界の半導体市場（年次）
予想

75

80

85

90

95

100

105

95
100
105
110
115
120
125
130

2014/1 2014/5 2014/9 2015/1 2015/5 2015/9 2016/1 2016/5 2016/9 2017/1 2017/5

ドル・円（左軸）

ドルインデックス（右軸）

円/ドル 為替市場の動向～ドルインデックスとドル・円の推移（日足）

（出所：Bloombergをもとにフィリップ証券作成）

ドル安

円高

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

2014/1 2014/5 2014/9 2015/1 2015/5 2015/9 2016/1 2016/5 2016/9 2017/1 2017/5

NYダウ（左軸）

日経平均

NYダウと日経平均株価の推移（日足）円・ドル

（出所：Bloombergをもとにフィリップ証券作成）

（出所：財務省のデータをもとにフィリップ証券作成）

12

14

16

18

20

22

300

310

320

330

340

350

360

2014/7-914/10-12 15/1-3 15/4-6 15/7-9 15/10-12 16/1-3 16/4-6 16/7-9 16/10-12 17/1-3

全産業売上高（左軸） 全産業経常利益（右軸）

売上高と経常利益の推移（金融業、保険業を除く全産業ベース）（兆円） （兆円）

320

340

360

380

400

4

6

8

10

12

14

2014/7-914/10-12 15/1-3 15/4-6 15/7-9 15/10-12 16/1-3 16/4-6 16/7-9 16/10-12 17/1-3

設備投資（左軸） 利益剰余金（右軸）

設備投資や利益剰余金の推移（兆円） （兆円）



 

投資戦略ウィークリー 
2017 年 6 月 12 日号 

3 of 4 

■銘柄ピックアップ 

 
 

 

 

 
 

 

 
 
 

 

 
 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 

 大和ハウス（1925） 
・1945年に設立した総合住宅大手。戸建住宅、集合住宅、分譲マンションなどの設計、施工を請

負う。また、店舗、事務所、工場、病院などの商業・公共建築を手がけるとともに不動産業も営む。 

・2017/3通期は、売上高が前期比10.0％増の3兆5,129.09億円、営業利益が同20.8％増の

2,935.73億円、純利益が同94.7％増の2,017億円となった。賃貸住宅に加え、商業施設や物流施

設などの建設や運用が好調だった。また、コンビニエンスストアなど商業施設事業も伸びた。 

・同社は「第 5 次中期経営計画」の業績目標を上方修正した。2018/3通期の売上高は3兆9,500億

円（前回目標3兆7,000億円）、営業利益が3,400億円（前回目標2,800億円）、純利益が2,240億円

（前回予想1,800億円）である。6事業のうち5事業の売上高が前回目標から上方修正された。（袁） 
 

 日本駐車場開発（2353） 
・1991年設立、駐車場に関するコンサルティング業務を開始した不動産会社。駐車場管理、運営

代行、優良顧客誘致などを行う。また、インターネット駐車場紹介などのサービスも提供している。       

・2017/3通期は、売上高が前期比23.2％増の173.35億円と過去最高を更新した。営業利益は同

48.4％増の29.05億円、純利益が同36.0％増の17.91億円となった。2016/5に買収した那須ハイラ

ンドパークの売上高を加え、冬場にスキー場の開業時期を早めたことも効果があった。 

・2018/3通期の会社計画は、売上高が前期比21.3％増の220億円、営業利益が同51.7％増の30

億円、純利益が同51.4％増の19億円である。同社は、採算が悪い物件20ヵ所から撤退した一方、

フォーシーズンズホテル京都などホテル駐車場で新規契約を獲得した。（袁） 
 

 太陽誘電(6976)  
・1950年設立の電気機器メーカー。混成 IC（集積回路）、セラミックコンデンサー、誘電子、フェライ

トなどの電子部品の製造を行う。主要製品は電源、インバーター、光ディスク、フィルターなど。 

・2017/3通期は、売上高が前期比4.0％減の2,307.16億円、営業利益が同47.0％減の123.85億

円、純利益が同63.2％減の54.28億円となった。製品別で、モバイル通信用デバイス、電源モジュ

ールなど複合デバイス製品は同13.7％増収と好調に推移した。主力のコンデンサー製品では、自

動車や産業機器向けの売上高が増加したものの、民生機器や情報機器向けは減益となった。 

・2018/3通期の会社計画は、売上高が前期比4.9％増の2,420億円、営業利益が同21.1％増の150

億円、純利益が同65.8％増の90億円である。同社は、電気を蓄えられる容量が世界最大の積層セ

ラミックコンデンサー（MLCC）を開発した。今秋にサンプル出荷し、年内に量産を始める計画。同社

は MLCCで置きかえが可能なコンデンサーの市場規模を1,000億円程度とみている。（袁） 
 

 パナソニック（6752） 
・1918年、故・松下幸之助により大阪市に松下電気器具製作所を創業、配線器具の製造を開始。

各種部品や家庭用電子機器及び電化製品などを製造・開発する総合電機メーカー。 

・2017/3通期は、売上高が前期比3.7％減の7兆3,437.07億円となった。円高による影響が大きく、

減収となったが、実質ベースで増収となった。営業利益は同20.2％増の2,767.84億円、純利益が

同9.6％減の1,493.60億円となった。将来の成長に向けた先行投資として固定費用が増加したが、

合理化取り組みの効果や訴訟関連費用の減少などから営業増益を確保した。 

・2018/3通期の会社計画は、売上高が前期比6.2％増の7兆8,000億円、営業利益が同21.0％増の

3,350億円、純利益が同7.1％増の1,600億円である。同社と丸紅（8002）が出資する電子看板専業

会社である「ピーディーシー」は高精細な8Ｋ映像を映せる電子看板システムを開発した。映像デ

ータの送信・復元に優れる半導体を採用し、8Ｋ対応の製品を世界で初めて実現した。（袁） 
 

 TDK（6762） 
・1935年に設立した電気機器製造会社。磁気テープやフェライトコアなど電子部品の製造を行い、

電源、センサーも手掛ける。ハードディスクドライブ（HDD）用ヘッド部品の製造で国内の最大手。 

・2017/3通期は、売上高が前期比2.3％増の1兆1,782.57億円、営業利益が同2.2倍の2,086.60億

円、純利益が同2.2倍の1,450.99億円と過去最高益を更新した。米国の移動体通信技術や半導体

設計開発を行うクアルコム（QCOM）への事業売却益が発生したほか、円安も海外収益を押し上げ

た。また、スマホや車載向け電子部品の販売が好調に推移し、HDDヘッドも寄与した。 

・2018/3通期の会社計画は、売上高が前期比5.8％減の1兆1,100億円、営業利益が同61.7％減の

800億円、純利益が同62.1％減の550億円である。同社は、米国のセンサー会社を約1,500億円で

買収する計画。買収を通じてカメラやゲーム機向けなど収益源の多角化を目指している。（袁） 
 

 TMB 銀行 (TMB TB) 
・1957年に業務を開始した商業銀行。法人および個人向けローン、リテールおよびホールセール

銀行業務、国際金融取引、投資銀行業務を提供する。香港、ラオス、ケイマン諸島に支店を持つ。 

・2017/12期1Q（1-3月）は、営業収益が前年同期比5.8％増の88.97億 THB となった。主力の純資

金利益は同3.9％増の61.59億 THB、手数料やサービス収入を中心とする純非運資金利益が同

10.4％増の20.33億 THB と大幅な増収となった。純利益は同0.2％増の20.96億 THB となった。 

・2017年を通じて、2,000億 THB 超の公共投資などにより民間投資が回復し、緩やかな経済成長を

見込み、年間でも3.3％の経済成長を同社は想定している。（袁） 
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太陽誘電（6976）52週株価・日足

（出所：Bloombergをもとにフィリップ証券作成）
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パナソニック（6752）52週株価・日足

（出所：Bloombergをもとにフィリップ証券作成）
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TDK（6762）52週株価・日足

（出所：Bloombergをもとにフィリップ証券作成）
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（出所：Bloombergをもとにフィリップ証券作成）
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（出所：Bloombergをもとにフィリップ証券作成）

THB TMB銀行 (TMB TB)52週株価・日足
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加入協会：日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会Member of PhillipCapital Group

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第127号

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会Member of PhillipCapital Group

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第127号

【留意事項】
○ 上場有価証券等のお取引の手数料は、国内株式の場合は約定代金に対して上限1.242％（消費税込）（ただし、最
低手数料2,160円（消費税込）、外国取引の場合は円換算後の現地約定代金（円換算後の現地約定代金とは、現地に
おける約定代金を当社が定める適用為替レートにより円に換算した金額をいいます。）の最大1.08％（消費税込）（ただ
し、対面販売の場合、3,240円に満たない場合は3,240円、コールセンターの場合、1,944円に満たない場合は1,944円）と
なります。
○ 上場有価証券等は、株式相場、金利水準等の変動による市場リスク、発行者等の業務や財産の状況等に変化が
生じた場合の信用リスク、外国証券である場合には為替変動リスク等により損失が生じるおそれがあります。また新株
予約権等が付された金融商品については、これらの権利を行使できる期間の制限等があります。
○ 国内金融商品取引所もしくは店頭市場への上場が行われず、また国内において公募、売出しが行われていない 外
国株式等については、我が国の金融商品取引法に基づいた発行者による企業内容の開示は行われていません。
○ 金融商品ごとに手数料等及びリスクは異なりますので、お取引に際しては、当該商品等の契約締結前交付書面や
目論見書又はお客様向け資料をよくお読みください。

【免責事項】
● この資料は、フィリップ証券株式会社（以下、「フィリップ証券」といいます。）が作成したものです。
● 実際の投資にあたっては、お客様ご自身の責任と判断においてお願いいたします。
● この資料に記載する情報は、フィリップ証券の内部で作成したか、フィリップ証券が正確且つ信頼しうると判断した情
報源から入手しておりますが、その正確性又は完全性を保証したものではありません。当該情報は作成時点のもので
あり、市場の環境やその他の状況によって予告なく変更することがあります。この資料に記載する内容は将来の運用成
果等を保証もしくは示唆するものではありません。
● この資料を入手された方は、フィリップ証券の事前の同意なく、全体または一部を複製したり、他に配布したりしない
ようお願いいたします。
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